
 
 

契 約 書 （案） 
 

１．業  務   名   取締船基地浮桟橋 防舷材取り替え工事 
 
２．業 務 場 所  漁業管理課分室（大分県大分市三佐） 
 
３．業 務 期 間  自 令和６年１０月  日 
           至 令和７年３月２８日 
 
４．請負契約金額  金 ，   ，   円 
    （うち取引に係わる消費税及び地方消費税の額 金   ，   円） 
 
５．契約保証金              円 
 
 上記について 発注者 大分県知事 佐藤 樹一郎 と 請負者        と 
の間に次のとおり請負契約を締結する。 
 
（総 則） 
第１条 請負者は、設計図書に基づき、頭書の契約金額をもって、頭書の工期内に頭 
 書の修繕を完成しなければならない。 
 
（協 議） 
第２条 設計図書に明記されていないものがある場合には、発注者と請負者が協議し 
 て定めるものとする。 
 
（工程表） 
第３条 請負者は、契約締結後直ちに設計図書に基づく工程表を作成し、発注者に提 
 出するものとする。 
 
（契約の保証） 
第４条 請負者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付 
 さなければならない。ただし、第５号の場合においては、履行保証契約の締結後、 
 直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。 
 一 契約保証金の納付 
 二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 
 三 この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、発注 
  者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関す 



  る法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をい 
  う。以下同じ。）の保証 
 四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 
 五 この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約 
  の締結 
２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保 
 証の額」という。）は、請負代金額の１０分の１以上としなければならない。 
３ 第１項の規定により、請負者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したとき 
 は、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４ 
 号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 
４ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の１０分の 
 １に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、請負者は、保 
 証の額の減額を請求することができる。 
５ 過去２年間に国又は都道府県と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上に 
 わたって締結するとともに、これらを全て誠実に履行し、かつ、将来契約を履行し 
 ないこととなるおそれがないと認められた場合、契約保証金の全部又は一部の納付 
 を免除する。 
 
（現場代理人及び主任技術者） 
第５条 請負者は、現場代理人及び修繕場所における修繕の施工の技術上の管理をつ 
 かさどる主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。これらの者を変更した 
 ときも、同様とする。 
２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、現場に常駐し、その運営、取締りを行う 
 ほか、請負代金額の変更、請負代金額の請求及び受領、契約の解除に係る権限を除 
 き、この契約に基づく請負者の一切の権限を行使することができる。 
３ 現場代理人と主任技術者とは、これを兼ねることができる。 
 
（監督員） 
第６条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を請負者に通知しなければならな 
 い。監督員を変更したときも、同様とする。 
２ 監督員は、この契約の条項に定めるもの及びこの契約に基づく発注者の権限とさ 
 れる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書に定 
 めるところにより、次に掲げる権限を有する。 
 一 契約の履行についての請負者又は請負者の現場代理人に対する指示、承諾又は 
  協議。 
 二 設計書に基づく修繕施工のための詳細図等の作成及び交付又は請負者が作成し 
  た詳細図等の承諾。 
  三 工程の管理、立会い、修繕施工状況の検査又は材料の試験若しくは検査。 
 
３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときは、それぞれ 



 の監督員の有する権限の内容を請負者に通知しなければならない。 
 
（権利義務の譲渡等） 
第７条 請負者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承 
 させてはならない。 
 
（一括委任または一括請負の禁止）                     
第８条 請負者は、本修繕の全部又は主体部分を一括して第三者に委任し、又は請け 
 負わせてはならない。 
 
（一般的損害） 
第９条 本修繕施工中、天災又は不可抗力と認められる以外の事由によって生じた損 
 害については、請負者の責任と負担においてこれを保証するものとする。 
 
（検査および引渡し） 
第１０条 請負者は、本修繕を完成したときは、その旨を文書で発注者に通知しなけ 
 ればならない。 
２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から１０日以 
 内に請負者の立会いの上検査を行い、検査結果を請負者に通知しなければならない。 
３ 発注者は、第２項の検査において、修繕の完成を確認した後、直ちに目的物の引 
 渡を受けるものとする。 
４ 発注者は、第２項の検査の結果不合格と認めたときは、補修又は改造を命ずるも 
 のとする。 
５ 請負者は、前項の手直し修繕を完成したときは、その旨を文書で発注者に通知し、 
 検査を受けなければならない。 
  この場合において第２項の期間は、発注者が請負者から手直し修繕業務完了通知 
 を受理した日から計算するものとする。 
６ 検査に直接要する経費及び手直し修繕の要する経費は請負者の負担とし、手直し 
 に要する期間が頭書の工期を超過する部分については、遅延日数に参入するものと 
 する。 
 
（請負代金の変更） 
第１１条 請負代金額の変更は、発注者と請負者が協議して定める。 
 
（請負契約代金の支払） 
第１２条 請負者は、第１０条第２項の検査に合格したときは、所定の手続きに従っ 
 て請負代金の支払いを請求するものとする。 
２ 発注者は、請負者が提出する適法な請求書を受理した日から３０日以内に請負代 
 金を支払わなければならない。              
 



（無償修繕） 
第１３条 発注者が、第１０条第３項の引渡しの日から１箇年間のうちに設計図書に 
 よる修繕箇所並びに取替部分からの原因によって生じた故障については請負者はこ 
 れの無償修繕の要求に応じなければならない。 
 
（履行遅延の場合における揖害金） 
第１４条 請負者の責任に帰する事由により工期内に本修繕を完成することができな 
 い場合において、期限後に完成する見込みにあるときに、発注者は、工期を延長し 
 て違約金を徴収するものとする。       
２ 前項の違約金の額は、請負契約金額につき、政府契約の支払遅延防止等に関する 
 法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する 
 率で計算した額とするものとする。 
３ 発注者の責に帰する事由により、第１２条第２項の請負代金の支払いが遅れた場 
 合には、請負者は発注者に対して、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 
 ２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率で計算し 
 た額の遅延利息の支払いを請求することができる。 
 
（契約の解除） 
第１５条 発注者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除す 
 ることができる。 
 一 正当な理由なく、修繕に着手すべき期間を過ぎても修繕に着手しないとき。 
 二 その責に帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期 
  間内に修繕を完成する見込みがないと認められるとき。 
 三 前２号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達す 
  ることができないと認められるとき。 
 四 請負者が第３項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 
２ 請負者が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年 
 法律 第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団（同条第 
 ２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者と認め 
 られたとき。 
３ 前項の規定により契約が解除されたときは、請負者は、請負代金額の１０分の１ 
 に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 
４ 請負者は、次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 
 一 第１１条の規定により変更した請負契約金額が３分の２以上減少したとき。 
 二 発注者が契約に違反し、その違反によって契約の履行が不可能となったとき。 
５ 請負者は、前項の規定により契約を解除した場合において、損害があるときは、 
 その損害の賠償を発注者に請求することができる。 
 
 
 



（契約外の事項） 
第１６条 この契約書のほか、必要が生じたときは、発注者と請負者が協議して定め 
 るものとする。 
 
 発注者及び請負者は、本契約を信義に従って誠実に履行するものとし、この契約の

証として本書２通を作成し双方捺印のうえ各自１通を保有する。 
 
 
 
 令和６年  月  日 
 
 
                              発注者  大分県知事 佐藤 樹一郎     
 
 
 
                              請負者                   印 


